
令和8年9月30日

1 職員の任免及び職員数の状況
(1) 職員の採用

令和7年度に実施した新規職員採用試験の状況

(2) 職員の離職

令和7年度に離職した職員の状況（再任用職員を除く）

(3) 職員数の状況

①　職員総数 （各年度4月1日現在）

区分
部門

議会
総務
税務
労働
農水
商工
土木
民生
衛生
計

教育
部門

教育

(注） １　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[　　　　　]内は、条例定数の合計です。

[554]    [554]    
合計

普通
会計
部門

一般
行政
部門

1
27 25

公営
企業
等会
計部

水道
下水道
その他

令和7年度 523人 311人 212人

増減 2人 ▲1人 3人

令和8年度 525人 310人 215人

男

高卒程度
障がい者対象

総数

5人

一般事務

土木

区分
職員数

一般事務（民間企業等経験） 42人 5人

応募認定退職

社会福祉士 2人
4人

令和7年度 令和8年度 特記すべき増減理由

合　計

0

対前年

130 131

小計

定年退職

4人

② 部門別職員数の状況（各年度4月1日）

　玉名市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第２３号）の規定に基づ
き、玉名市職員の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

玉名市長　　藏原　隆浩

54

471

普通会計より部門替え（6人）

2
[0]  

525523

44 43

小計 47

99
30

24

10

53

7
31 7

10 0
▲ 5

013

0

13

30
406411

65

▲ 3

19

0

0

▲ 2
00

▲ 5

介護特会へ部門替え（6人）102

0

476

65

0

66

6人

0人

その他

▲ 1

区分 職種 受験者数 最終合格者数

0人 0人

令和8年
4月1日

採用者数

5人6人

大卒程度

46人

1人

一般事務

1人

44人 4人 1人

147人 11人

9人3人

16人

合計普通退職

2人

女

19

増減数

53

0人 0人
土木 2人

0人 0人



○平成31年4月1日から令和9年3月31日における定員管理の数値目標及び実績

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

530人 531人 527人 533人 531人 530人 529人

530人 528人 527人 526人 523人 526人 523人

２ 職員の給与の状況 (令和8年4月1日現在）

(1) 一般行政職員の級別職員数

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主事 主事 主任 係長 課長補佐 課長 部長

技師 技師 技術主任 参事・主査 主幹 審議員 首席審議員

41人 26人 106人 168人 49人 41人 10人

(注）

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

(2) 職員の初任給の状況

大学卒

短大卒

高校卒 　

高校卒

(3) 職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

平均年齢

玉名市 44.0

国 41.7

(注）

(4) 職員の経験年数別、学歴別の平均給料月額

大学卒

短大卒

高校卒

技能
労務
職

高校卒

267,600円 299,982円 345,160円 373,618円

一般
行政
職

296,479円 329,155円 373,679円 392,432円

― 300,400円 361,400円 370,929円

342,178円 428,451円 303,443円 348,191円 51.3

区分
経験年数

10年以上15年未満 15年以上20年未満 25年以上30年未満

技能労務職（調理員・用務員）

平均給料月額 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

378,850円 54.2

216,500円

200,300円

技能労務職

区分
一般行政職

平均給与月額

計画数

実数

R8

531人

525人

③ 定員管理の数値目標と進捗状況

年度

合計

１　一般行政職員数とは、行政職の職員のうち、税務職、福祉職、保健師職等の

　職員を除いたものです。

区　　分 初任給

一般行政職

232,000円

職員数 441人

区分

367,316円

―

345,184円 363,350円

「平均給与月額」には、「扶養手当」、「管理職手当」、「地域手当」、「住居手当」等の毎
月支払われる手当を含んだ額です。
国は令和8年4月現在のデータです。

職務内容

195,800円

標準的な

――

20年以上25年未満

―



(5) 職員の主な手当の種類と内容

期別

6月

12月

計

勤続

年数

20年

25年

35年
最高限度額

*

(6) 特別職の報酬等

市長

副市長

教育長 6月期 1.725月分

議長 12月期 1.775月分

副議長 計 3.500月分

議員

報酬

勤続20年応募認定は24.586875月分

区分 給料月額等 期末手当支給割合

給料

880,000円

677,000円 （令和7年度実績）

592,000円

退職手当

支給率

同 ―
28.0395月分 33.27075月分

39.7575月分 47.709月分

加算措置
定年前応募認定（勧奨）の場合は1
年につき3％加算（45％限度）

期末・勤勉手当 同 ―

期末手当 勤勉手当

1.250月分 1.050月分

1.275月分

住居手当
借家・・・家賃額が月額16,000円を超える場
合、家賃額に応じて最高28,000円

同 ―

通勤手当 同 ―
自動車等利用者・・・

配偶者・・・0円

同 ―
子・・・13,000円

1.075月分

2.525月分

負担している運賃に応じて最高150,000円

使用距離に応じて最高66,400円

種類 内容及び支給月額 国の制度と異同 国の制度と異なる内容

扶養手当
上記以外の扶養親族・・・6,500円

383,000円

47.709月分 47.709月分

19.6695月分

419,000円

359,000円

2.125月分

職務級による加算措置あり。

電車、バス等利用者・・・

定年・
応募認定(勧奨)

自己都合

*26.3655月分

令和7年度支給割合(実績)

（16歳から22歳の子1人につき5,000円加算）



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1) 勤務時間等の状況

(2) 休暇制度の概要

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況（令和7年度）

(1) 分限処分

降任 免職 休職 降給

10

(注） １　同一の者が複数回にわたって分限処分を受けた場合は、その数を重複して計上している。

３　休職者の休職期間が延長された場合は、その都度計上している。

(2) 懲戒処分

戒告 減給 停職 免職

4

1 2

(注） １　同一の者が複数回にわたって懲戒処分を受けた場合は、その数を重複して計上している。

２　二以上の処分事由により懲戒処分を受けた場合は、主たる処分事由に着目して記載している。

処分事由 合計

10

刑事事件に関し起訴された場合

法令に違反した場合 0

5日以内

処分事由 合計

勤務実績が良くない場合 0

２　二以上の処分事由により分限処分を受けた場合は、主たる処分事由に着目して記載している。

介護休暇

組合休暇

　分限処分とは、職員が充分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維持するた
めに行う処分をいい、また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公務における秩序を
維持するために職員の責任を追及する処分をいう。

1日～7日

7月から9月までの5日以内

6か月を超えない範囲（無給）

付与日数

年次有給休暇 職員の請求時 年20日を限度に付与

病気休暇 負傷又は疾病のため療養する場合 引き続き90日以内の期間

要介護者の介護や世話をする場合

始業時間 休憩時間 1日の勤務時間 週休日

午前8時30分 午後5時15分 正午～午後1時 7時間45分
土曜日・日曜日

全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行があった場合

条例で定める事由による場合

0

育児時間休暇

妻の出産休暇

産前休暇

職に必要な適格性を欠く場合

職制、定員の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

心身の故障の場合

（一部施設除く）

中学校就学前の子の看護

夏季における盆等の行事等

3

休暇の種類 付与要件

特別
休暇
（主
なも
の）

妻が出産する場合

忌引休暇

0
0

子の看護休暇

5日以内

4

0

子1人につき5日以内

妻の産前６週産後1年を経過する日まで

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

夏季休暇

結婚休暇

産後休暇

連続する5日以内

8週前から出産の日まで

出産の翌日から8週間

職員の結婚に伴う行事等

男性の育児参加休暇

2日以内

短期介護休暇

年30日以内（無給）

1日2回各々30分

許可を得て職員団体の業務に従事

配偶者等の介護を行う場合

出産した場合

8週間以内に出産する予定である場合

生後満１年に達しない子を育てる場合

親族の死亡に伴う行事等

終業時間



５ 職員の服務の状況

①　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

②　信用失墜行為の禁止

③　秘密を守る義務

④　職務に専念する義務

⑤　政治的行為の制限

⑥　争議行為等の禁止

⑦　営利企業等の従事制限

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況（令和7年度）
(1) 研修

（注）総務課が実施した研修の状況を記載しています。

(2) 勤務成績の判定

成績評価、能力評価及び態度評価で構成する人事評価を平成24年度から実施中です。

職員は、全体の奉仕者として守らなければならない義務が地方公務員法において次のように
定められています。

*2特別研修

再任用職員及び定年延長を希望する職員 22人

会計年度任用職員

職員が内部講師となり、実務に関連する知識やスキルの習得を目的に
実施する研修

*4自己啓発研修

91人

職員寺子屋 18人

103人

地域経営部会（旧人材マネジメント部会）派遣

新たに評価者になった者人事評価（評価者）研修 12人

会計年度任用職員接遇研修

再任用・定年延長職員研修

新任係長研修 令和7年度に係長職に昇任した者

対象者
新規採用職員前期・後期研修

種類 名称

入庁5年目研修

受講者数

14人

*1基礎研修

入庁4年目未満研修

6人

令和5年度～令和7年度入庁者

令和7年度採用者 17人

29人

66人

43人

27人

11人

50人

令和3年度入庁者

令和7度に課長職に昇任した者

入庁7年目研修（定住自立圏合同）

リスクマネジメント研修

新任課長研修

令和元年度入庁者

中堅職員研修

*3派遣研修

*4自己啓発研修

*1基礎研修 入庁年数や階層ごとに必要な知識や能力の習得を目的に実施する研
修

12人

入庁10年目研修 18人平成28年度入庁者

課長補佐研修（定住自立圏合同）

平成17年度～平成20年度入庁者

現に課長補佐の職にある者

部長級及び課長級の職にある職員、
保育所長の職にある職員

政策課題等に対応するため、必要に応じて実施する研修

*3派遣研修 職員を外部の研修機関等に派遣して行う研修

3人

12人

熊本県市町村職員研修協議会研修派遣

自主研究グループ事業

NOMA行政管理講座派遣

*2特別研修



７ 職員の福祉及び利益の保護の状況
(1) 職員の健康診断の実施状況（令和7年度）

定期健康診断 人間ドック受診者以外の全職員

(2) 公務災害等の発生状況（令和7年度）

(3) 育児休業等の取得状況（令和7年度）

(4) 利益の保護の状況（令和7年度）

件数

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求 0件

職員に対する不利益な処分についての不服申立て 0件

８ 職員の退職管理の状況（令和8年4月1日現在）
令和4年度退職者の再就職届出書の受理件数 1件

令和元年度退職者の再就職届出書の受理件数 2件

令和7年度退職者の再就職届出書の受理件数 1件

内容

公務災害 4件

部分休業

男性職員 14人 0人

女性職員 7人 6人

職員の保健に関すること

種類 件数

産業医による保健指導等

衛生管理者の選任、衛生委員会の開催

健康相談・指導

安全衛生管理

0件

育児休業

通勤災害


